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論文内容の要旨
公害についての私法的救済に焦点をおき、伝統的な法解釈学にもとづいて、英米法のニューサンス
とドイツ・スイス法のイミションの比較考察の下に、公害私法に対する理論的基礎の樹立をはかり、
わが国のそれに関する全裁判例の徹底的検討を企てるものである。私法上、公害の概念さえ確立され
ていない現状において、社会的に公害として意識されているもののうち、私法理論上共通の場をもっ
ているものを一括して検討の対象とし、ここでは、 (1)人為的現象であり、 (2)加害行為自体は一応適法
な固有の目的をもっており、被害はその間接的副次的効果であること、 (3)被害は加害行為自体によっ
てではなく、何らかの媒体を通ってきたものによって生じたもの、を取り扱い、そこでは被害者はあ
る程度の損害を受忍しなければならないことになり、その受忍限度の判断の困難さ、被害範囲の広狭、
注意義務違反の程度、因果関係の認定の難かしさの問題が浮きぼりにされ、他の直接侵害の比ではな
い。このことは近代工業の発展に伴なう現象で政治的経済的諸要因と深く結び、ついていることに注目
しなければならないが、このような視野からの分析が最善でありはするものの、現存の解釈学の立場
でどこまで救済しうるかをつきつめてゆくことがまず肝要で、ある。
このような考え方のもとに以下のような構成をとっている。
第一部外国法
公害の私法的処置について、アメリカ法のニューサンスとドイツ法のイミションの機能的比較を試
み、具体的問題の処理において、いかなる相違があり、また両法の共通の地盤をどこに求めるかにつ
き、両法の個別的具体的対照を意図し(第一章)、次いで、わが国の民法体系につよく影響を及ぼし
たドイツ法について、そのイミションを更に詳細に、その沿革及び現行法制(ドイツ民法 906条新規
定)を解説し、判例上の取り扱いに関しては、ライヒ裁判所のもの 5 件、連邦裁判所のもの20件(入
手しうるものすべて)、特に最近の1960年代のもの 6 件については全訳を参考に掲げている(第二章)。
第二部基礎理論編
公害の私法的処理に関連するわが民法上の基礎理論を述べるものである。
公害問題は、きわめて新しい社会現象であり、被害者の公平な保護が要請される分野であるが、既
存の民法理論では、十分に対処することができないし、また同時に公害の私法的考察を通じて、既存
の理論そのものに内在する疑問が顕著になってくる。そこで、イミションの基礎である相隣関係的な
調整とニューサンスと軌をーにする不法行為上の賠償ないし差止の法理をわが民法上の理論として考
察の対象となし(第一章)、更に、不法行為一般論として故意・過失の位置づけを論じ、それが従来民
法上説かれていたような単なる主観的要素(責任要素)であるにとどまらず、違法性の要素でもある
と考えるべきことを主張し、故意と過失ではそれぞれ故意責任・過失責任という類型的処理に服せし
むべきであり、責任要素の点からみて故意過失は加害者側における損害発生の危険の予見ないし予見
可能性であるから、防止措置がとられていたとしてもやはり損害賠償責任は存しうるのであり、その
ように解すると、ほとんど継続的ニューサンスは過失責任で処理できること(第二章)、続いて、民
法 717条の工作物責任の沿革・学説・判例を検討した上で、そこにいわゆる「暇庇」を上述のような
意味での過失と解し、予見不可能で、も防止義務があるとの従来の無過失責任による説明は不自然であ
るとし、むしろ、 709条の一般不法行為の原則と連続するものとしてとらえることによって、一般市
民生活関係(市民対市民)においても、一市民対大企業の関係に台いても、妥当な紛争解決を導きう
る法理を見出そうとしている(第三章)。最後に、因果関係について、集団的推認方法である疫学的
成果一一本来、疫学は集団現象の分析から病源を探求して疾病を阻止・予防しようとするものである
カLーを、個別具体的な当事者間の民事訴訟に、いかに反映させるかについて考察し、部分賠償法理
を提唱している(第四章)。
第三部裁判例編(そのー)一一基礎理論一一
大審院以来の入手しうるかぎりの全裁判例を審級をとわずにとりあげて、違法性や過失(第一・二
・三章)、或いは差止(第四・五章)など理論的視点から分析している。
第四部裁判例編(その二)一一類型別考察一一
第三部同様の全裁判例を公害類型別に、大気汚染(第一章)、水質汚濁(第二章)、騒音・振動(第三
章)、日照・採光・通風・眺望妨害(第四章)に分類し、その類型的特徴をほりさげ、判旨を批判的に
検討している。また、その後半においては、工事注文者と請負人の責任(第五章)、賃貸借と公害(第六章)、
所轄行政庁の民事責任(第七章)など公害紛争に関連する周辺的問題を考察している。
論文の審査結果の要旨
公害法の領域はあらゆる意味において未だなお未開拓の分野であるといえる。英米法のニューサン
ス並びにドイツ・スイス法のイミションについても従来個々別々の紹介研究が行われているにすぎず、
双方の機能的比較は試みられていなかったし、また、まったく法体系を異にする双方の国々の制度の
比較は容易なことでもない。にもかかわらず具体的問題の処理にわいて、とくに差止命令と損害賠償
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を中心にはじめて比較考察の対象となし、とくに後者では公法上の犠牲補償請求権 (Aufopferur事館Ispruch)
の系譜からドイツ民法 906条の新規定にもとづき従来厳格であった金銭賠償が調整的請求権の結果と
して差止命令よりも広く認められるようになり、前者においても差止に代わる補償という概念がみら
れ、両者とも衡平的な均衡、つまり利害調節的な配慮のつよく働くことがよくわかり、両者の差異の
点についても詳細に、請求権者、被告適格者、成立要件、イミションのニューサンスへの接近、他人
のニューサンスとの競合等にわたり考察されている。しかし、とくに、イミションについては現行ド
イツ民法 906条新規定による加害者の防止義務と無過失調整補償責任の明規がすでに相隣共同関係と
犠牲補償請求権の両者によって道が聞かれていたことを刻明にたどり、その発展過程をライヒ裁判所、
連邦裁判所の判例史を通じて解明し、さらにドイツ民法 906条新規定に掲げる受忍要件は、イミショ
ンが土地の利用を害しないか非本質的侵害を与えるにすぎない場合、または本質的侵害がイミション
発生地の場所的慣行の利用によって生じ、かつ、この種の土地利用者に経済的に期待しうる措置をも
ってしでもこの侵害を防止できない場合に生ずるのであるが、そこで、本質的侵害とは具体的にどの
程度の侵害をさすのか、ある土地利用が場所的慣行上のものであるか否かを判断する基準、経済的に
期待しうる防止措置とはどの程度のものか、という点につき、また同条の調整的補償と営業法26条の
補償の差異にふれ、これらの点が判例上どのように取り扱われているかに関し、殆んど全部の判例に
あたっている(第一部)。 周知のごとくドイツの判例は事実並びに判決理由ともきわめて詳細をきわ
め、その整理には多大の労力を要したと思われる。
さらに、公害の私法的処理に関連するわが民法上の基礎理論をのベ、 (1准止請求権と不法行為賠償
をどのように理論構成すべきかの点に関し、前者はドイツ法的な相隣関係になじみ、後者は英米法的
なニューサンスに関連づけ易い。そこで、差止請求権につき、学説を考察し、物権的請求権説、その
拡大としての人格権説さらに不法行為説を検討しながら、不法行為説への疑問を提示し、物権的構成
(人格権的構成を含む)をとる場合でも、利益較量は可能かっ不可欠であり(宇奈月温泉事件)また、
不法行為のように消極的保護にすぎない場合はともかく相手方に対し、積極的な意味をもっ差止請求
においては権利性の無視は妥当でないし、そうすることによって弾力性を欠くことにもならないし、
金銭賠償主義を原則とする不法行為と差止請求権とはきわめて異なるもので、公害問題を処理するた
めには物権的請求権を人格権に拡張し、公害も人格権侵害に含まれるというだけで足りるとする。さ
らに、損害賠償請求権に関しては、差止に代わる補償と不法行為賠償との具体的な相違にまで考察を
いたし、将来の損害の賠償は定期金賠償として支払時期を基準に考えて過去の賠償の意味をもたせ、
差止に代わる賠償としては登記簿上での公示(地役権のそれ)の手段に考えを及ぼしている。 (2)従来
の「故意・過失の位置づけ」に疑問をなげかけ、心理状態としてみられていた故意過失を違法性のー
要素としてとらえ一一このことにより故意か過失かによる慰籍料の額の差異過失相殺の効果の差異を
はじめて説明できる一一、その場合の過失は被害者保護の観点から抽象的過失と解すべきであり、こ
れとは区別された行為者に対する非難原因としての責任要素の意味をも従来どおりもたせ、これは損
害の回避義務違反、つまり予見可能性に外ならないから、加害者の損害発生の危険の予見ないし予見
可能性のある以上、防止措置がとられていたとしても賠償責任はありうるのであって、故意と過失と
ではそれぞれ故意責任、過失責任という類型的処理に服せしむべきで、無過失責任ということも「相
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当な防止設備をすれば過失はない」とする大審院の過失概念に対比して相当な防止義務をつくしても
責任を負わせたい場合に使用されるようであるが、故意・過失を予見、ないし予見可能性にしぼり、
これある場合を過失責任主義とよぶならば、ほとんど継続的ニューサンスは過失責任で処理できるこ
ととなり、このような解釈が民法 709条の過失責任主義を前提とする解釈論としてもっとも弾力的か
っ妥当な結果を導きうるものとする。そして、かつての過失責任と無過失責任との区別は、個別非難
を意味する帰責原因としての過失の面での区別ではなく、客観的な行為類型を意味する違法性の面で
の区別としてのみ正当に評価できるのであり、行為ある以上は不可避な加害でも、そもそもその行為
を開始せず或いは停止することによって避けえたのであるから、本来、その行為は非難に値するが、
とくに加害者・被害者の利益較量或いは社会的評価から行為の開始・継続が認められる場合には生じ
うるわそれのある損害を担保して始めてこれを認めうると考えるべきで、賠償については被害が重大
だから防止措置が不可能でも賠償すべきであるし、他面、将来の防止措置については、技術的経済的
にみてこれをなす義務はないとすることができょうとする。大審院判決によれば、 「事業ノ性質ニ従
ヒ相当ナル設備ヲ殉シタ以上ハ」故意・過失はないとしているが、 「相当ナル設備」の有無というの
は心理状態でも違法性でもなく過失の問題とし、相当設備があれば免責させようとし、そこでは設備
次第でどんな損害が生じようと地域性がどうであろうと常に企業をして免責させる機能をもつわけで、
違法性の問題として取り扱えば、他の事情との総合的判断の上で、相当の設備があっても違法と認定
しうる余地が存するとする口故意・過失を単に責任要素としてのみならず違法性のー要素とする考え
方は最近刑法の目的的行為論の影響下に力強く主張されつつあるが論者はいち早く他に先立ってこの点
に着眼し具体性をもって導入した点は他の行状不法論などに比しでも優れたものであると認められる
が、なおその論理構成の点において不十分な点はいなめない。今後に期すべき事柄であろう。 (3)民法
717条の工作物責任について、一般に無過失責任(危険責任、報償責任)の基盤として主張されてい
るが、そこにいわゆる「暇庇」を上述のような意味での過失と解することにより、なんら疑問視され
ていなかった無過失責任によれば、 「不可抗力による場合をのぞけばすべて加害者において防止でき
る筈」ということは予見不可能な場合でも注意義務はあることとなり、予見不可能でも防止義務はあ
るとの説明は不自然であること、占有者・所有者間の関係の無視、社会関係の多様性を無視した一律
化という点から 717条の所有者責任は設置・管理上の注意義務違反を含むことは勿論だが、本質的に
は危険物所有者の損害担保責任を核心とするものとなし、民事責任としては一律な無過失責任で、はな
く、危険性に対応した段階的な損害回避義務を背景とするものと解することにより、民法 709条の一
般不法行為原理と連続するものとしてとらえ、一般市民生活関係においても一市民対大企業関係にお
いても同様の妥当な紛争解決を導きうるものでないかとする口工作物責任を特殊な不法行為の枠から
はずし、不法行為理論の一元化を目指す論理的思考の点において、またその機能の把握の点において
も賞讃すべきものであろう。 (4)公害訴訟においてもっとも困難なものとして因果関係の立証の問題が
あるが、一般に原告の立証は厳格な意味での証明を要しないとしており、証拠優越説とか事実上の推
定説などあるが、これらによってどこまで納得のゆくものかを疑問視し、むしろ、疫学的方法を利用
し、民事訴訟において、疫学的評価を個人的評価におきかえ、集団的発生率が示される以上、その率
に対応する程度の賠償請求権をもたしめることを提唱する。従来から 2 、 3 人の学者により疫学的方
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法が論じられたことはあるが、それを立証段階にもちこんだのは論者ただ 1 人である(第二部)。
さらに、論者の労作は判例の周到かっ級密な収集、分析、検討にみられる。審級のいかんをとうこ
となく大審院以来の全裁判例を一面において、違法性、過失、差止などの理論的角度から整理し(第
三部)、他面において、大気汚染・水質汚濁・騒音・振動・日照・採光・通風・眺望妨害という公害類型
別に分類し、それぞれの特徴をほりさげ、検討し、最後に公害紛争に関連する周辺的問題として、工
事注文者と請負人の責任賃貸借と公害、所轄行政庁の民事責任などを考察している(第四部)。 ここ
までの整理、しかも理論別、類型別、取り扱いには多大の労力を要するものであり、同学の研究者と
しては今後でてくる判例を論者の整理に挿入してゆくだけでこと足り、学界に貢献するところ大であ
るといわねばならない。
以上、理論構成上未熟な点については論者による今後の研究を期待することができるし、現段階に
おいても、未開拓の分野である公害関係において主として実体法的な私法原理と実際とを総合的に考
察し、法学的・社会的寄与を所期し、独創性に富んだもので、審査の結論として、本論文は、論者に
法学博士の学位を授与するのに十分な価値をもつものと認める。
- 5 -
